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我が国は，エネルギー資源に乏しく，また，石油の

中東依存度が高い等脆弱なエネルギー供給構造を有し

ているところから，これまでも，石油の安定供給確保，

省エネルギーの推進，石油代替エネルギーの開発・導

入等からなる総合的なエネルギー政策を進めて来たと

ころである．

このような中，エネルギーを取り巻く情勢は大きな

変化を示している

第一に，原油価格の大幅な変動である．

一時のOPECの増産により原油価格は急落を示し

たが，本年に入ってからは，18ドル/バーレルの固定価

格制への復帰が見られ，原油スポット価格は再び上昇

を示すなど，原油価格は大きな変動を示している．

また，イラン・イラク相方によるタンカー攻撃の激

化等ペルシャ湾情勢は著しく緊迫の度を深めており，

当面の石油価格の動向については不透明な状況にあ

る．

しかし，中長期的には発展途上国を中心とした石油

需要の着実な増大と非OPEC産油国の生産能力の低

下により，1990年代に入って石油需給が逼迫化し，原

油価格も上昇するとの見方が一般的である．

第二に，経済構造調整の進展が挙げられる．

大幅な対外不均衡是正と国内資本充実による国民生活

の向上を目的として，産業・社会生活分野の各般にわ

たり急速な経済構造調整が進展しつつあり，これに伴

い，我が国エネルギー需給構造も変化が生じつつある

と考えられる．

このように，我が国は多くの意味で大きな変化の時

期にあると言えますが，今年はこれに対応して，新た

なエネルギー政策が次々に出された年であると言える

1．「長期エネルギー需給見通し」の改定

このようなエネルギーを取り巻く情勢の変化を踏ま
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え，我が国めエネルギー政策の指針である「長期エネ

ルギー需給」見通しの改定が，本年10月に行われた．

これは，昭和75年度を政策目標とするものであり，

今後の我が国のエネルギー需給については，産業部

門のエネルギー需給は，エネルギー多消費型の基礎

素材業種の成長鈍化と一層の省エネルギー努力等によ

り加工組立事業種の成長はあるものの，需要の伸びは

緩慢なものとなる．一方，民生部門のエネルギー需要

は，生活の快適性向上への指向の高まりやサービス経

済化の進展等を背景として着実な増加を示し，そのウ

ェイトも高まるものと考えられる．

この結果，我が国のエネルギー需要は民生部門へウ

ェイトを移しつつ緩やかながら堅調な増加を示すもの

と考えられる．

これに対応し，一次エネルギー供給については，石

油が，依然，輸送用，原料用等根強い需要分野があり，

供給量はほぼ一定で推移し，石油依存度は着実に低下

するものの，エネルギー需給構造の脆弱性の根本的な

改善には至っていないものと考えられる．

一方で，エネルギー需要の鋤ﾛ分は，石油代替エネ

ルギーで賄われるものと期待される．とりわけ原子力

については，安全の確保を前提とし，石油代替エネル

ギーの中核として供給量及びシェアの着実な増大が見

込まれ，また，新エネルギーについては，近年の石油

需給の緩11により，導入のペースは遅れるものの，計

画的，重点的な技術開発により着実な供給量の増大が

期待される．

2．「長期電力需給見通し」の改定

また，「長期エネルギー需給見通し」の改定と合わせ

て，「長期電力需給見通し｣の改定も行われた．

これによると，今後の電力需要については，短期的

には，円高による輸出の減少，素材型産業を中心とす

る生産の縮少等により低い伸びが見込まれるものの，

長期的には内需を中心とした安定的な経済成長に伴っ

－18－
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表1長期エネルギー需給見通し
昭和62年10月14日

2．今後の経済社会情勢は流動的

であり，一方，エネルギー政策

には現実的かつ弾力的な対処が

要求されることに鑑み，この見

通しにおいて定められる目標値

は，硬直的なものとしてではな

く，幅を持って理解すべきもの

である．

3．昭和80年度のエネルギー需給

見通しは，エネルギー政策の長

期的性格に鑑み，ひとつの試算

として将来のエネルギー需給構

造の方向を示したものである．

1．この見通しは，民間の最大限

の理解と努力のもとに，政府の

総合的なエネルギー政策の重点

的かつ計画的な遂行を前提とし

た場合のエネルギー需給見通し

を示すものである．

(注）1．原油換算は9,250kcal/1による．

2．新エネルギー等の欄には，太陽エネルギー，オイルサンド・シェール油，アルコール燃料，石炭液化油，黒液（パルプ

廃液），薪炭等を含む．

3．構成比の各欄の数字の合計は，四捨五入の関係で,100にならない場合がある．

て着実に増加するものと考えられる．

また，冷房機器の普及拡大等による夏季需要の増大

等により最大需要電力は大きな伸びを示すものと見込

まれる．しかし，長期的には，冷暖房兼用エアコンの

普及増，季節別時間帯別料金制度の導入等により，伸

びはやや鈍化するものと考えられる．

今後の電源の開発については，着実な増加を示す電

力需要に対応し，安定かつ低廉な電力供給を実現する

ため，各電源の有する①燃料供給の安定性，②経済性，

③技術的な運転特性等を考慮した電源構成のベストミ

ックスを目指すべきである．

さらに，ベストミックスの観点からの開発に加え，

①料金制度及び技術開発による負荷平準化対策の推進，

②建設費低減及び広域融通等による電力供給の効率化，

③情報化社会の進展に対応するための電力利用基盤の

強化，④今後とも着実に増大する電力需要に対して的

確に対応するための電源立地の円滑化を図る必要ｶﾐあ

る．

3．石油の安定供給に向けて

近年，石油価格の低下にみられるように，国際石油

需給は緩和しているものの，我々の生活は，石油に大

きく依存していることから，中長期的には再逼迫化が

予想される中，石油の安定供給ｶﾐｰ層求められるよう

になる．

このような背景を踏まえつつ，62年6月石油審議会

石油産業基本問題検討委員会は，今後の石油産業のあ

り方についてとりまとめを行った．

このとりまとめの基本的考え方は,平時における石

油供給については，石油産業の自律的活動に委ねるこ

とを基本としつつ，緊急時または，これに準ずる事態

においては，政府が可能な限り安定性を確保するよう

民間活動を補完する役割を果たして行くことが適切で

あるとしている．

－19－

昭和61年度(実績） 昭和70年度 昭和75年度 噺ﾛ80年度（試算）

エネルギー需要 4.33億k8 4.9億kO 5.4億k4 5.8億M程度

実数
構成比

(％）
実数

構成比

(％）
実数

構成比

(％）
実数

構成比

(％）

石 炭

原子力

天然ガス

(うち国内天然ガス）

(うちLNG)

水力｛
一般水力

揚水

地熱

新エネルギー等

石 油

(うち国内石油）

(うちLPG)

10,390万t

2,580万kW

4,280万kl

(21億㎡）

(2,8帥万t)

｛
Ⅷ
Ⅷ
万
万
０
０
２
６
０
５
９
９

２
１
40万M

550万k4

2.46億k』

(70万k4)

(1,620万t)

18.3

9．5

9．9

4．2

0．1

1.3

56.8

12,100万t

4,150万kW

5,500万k4

(36億㎡）

(3,600万t)

｛
Ⅷ
Ⅷ
万
万
０
５
３
９
０
０
２
１
200万k8

1,250万k4

2.45億k4

（130万kl)

(1,800万t)

18.3

13.4

11.1

4．5

0.4

2.5

49.7

｛

131600万t

5,350万kW

5,800万k4
(42億㎡）

(3,800万t)

馴
馴
万
万
０
０
５
０
４
１
り
９

２
２
440万k4

2,450万kl

2.42億k4

(160万k9)

(1,900万t)

18.7

15.9

10.8

4．4

0．8

4.5

45.0

｛

15,000万t程度

6,500万kW程度

6,000万k4程度

2,600万kW程度

2,250万kW程度

600万k8程度

4,000～5,200万kI

2.4億k4程度

19穏童

18程度

10穏童

4程度

1程度

7～9

42潤童

十
一
三
ロ

ム
口 4.33億kl 100.0 4.9億k4 100.0 5.4億M 100.0 5.8億k4程度 100
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表2電力供給目標

なる「原子力発電安全性高度化計画(セイフティー21)」

を策定し，これを着実に推進しているところである．

また，炉型戦略としては，軽水炉について，一層の

稼動率の向上，ウラン資源の有効利用，作業者の受け

る放射線量の低減等を目指した次世代軽水炉の開発，

新型転換炉等の重水炉技術の向上，高速増殖炉の開発

促進をそれぞれ行っていくことを基本路線としている．

特に，高速増殖炉については，現在建設中の原型炉

「もんじゅ」に続く実証炉以降の開発を着実に推進す

ることとし，出力130～150万kWの初期実証炉を2010

年代前半に運転開始する目標を掲げている．

核燃料サイクルについては，炉型戦略と整合性をと

りつつ，その国内事業化を着実に進めていくことが必

要であり，青森県六ケ所村における核燃料サイクル三

施設（使用済核燃料再処理，ウラン濃縮，低レベル放

射性廃棄物最終貯蔵）の建設のための準備が積極的に

進められている．

このように，我が国の原子力利用は，軽水炉による

原子力利用は，軽水炉による原子力発電の定着，核燃

料サイクルの事業化の推進等本格的な利用段階に入っ

ており，今後とも，安全性の確保を前提に，進展して

いくものと考えられる．そのため，技術開発の果たす

具体的には，石油産業については，今後5年間に，

生産・販売活動に対する規制を段階的に緩和し，その

中で産業界の自己責任による合理化のための構造改善

を通じ，強靱な産業体質の実現を求めていくこととし

ている．

一方，緊急時対策については，特に石油備蓄の拡充

力§重要であり，このとりまのめを受けて，今後の石油

備蓄のあり方について検討が行われたところである．

そこでは，国家備蓄の拡充を基本とし，民間備蓄の

水準は相当程度軽減させつつ，90年代半ばまでに，5

千万Mの備蓄増強を進めることが適当であるとしてい

る．

4．原子力の推進

原子力は，供給安定性に優れる準国産エネルギーと

して，また，石油代替エネルギーの中核として供給量

及びシェアの着実な拡大を進める必要がある．

しかしながら，原子力の利用に当たっては，安全の

確保が最優先であり，総合エネルギー調査会原子力部

会がまとめた原子力ビジョンにおいて国による安全規

制の充実，事業者による保安の充実，安全性向上のた

めの研究，技術開発の推進，緊急時対策の充実等から

－20－

電源
開発目標

昭和年度 万kW
開 発方針 電源の特性

原子力

70

75

80

4,100

5,300

6,500程度

当面負荷追従運転の必要はないものと考えられべ

一ス供給力の中核として積極的に開発．

供給の安定性，経済性及

び大量供給性等に優れる．

石炭火力

70

75

80

1,800

2,300

3,300程度

原子力に次ぐベース供給力として積極的に開発

長期的にはミドル供給力としても期待．

供給の安定性に優れ，力〕

つ，他の化石燃料に比し

経済性も優れる．

LNG火力

70

75

80

4,100

4,300

4,400程度

当面環境規制の厳しい大都市等の需要中心部にお

いてミドル供給力として開発．長期的には開発を

スローダウンさせ，ピーク供給力化．

クリーンエネルギーとし

て環境保全面で優れる．

発電原価が高い．

水
力

一 般

揚水

70

75

80

70

75

80

2,150

2,300

2,450穏宴

1,950

2,100

2-250程麿

純国産エネルギーとして，経済性の優れた地点か

ら順次開発．

ピーク供給力として開発．

純国産エネルギーとして

供給の安定性に優れる．

瞬時負荷追従能力に優れ

るピーク供給力．

地熱

70

75

80

100

240

500程度

純国産エネルギーとして，環境保全．経済性に配

慮しつつ着実に開発．

純国産エネルギーとして

供給の安定性に優れる．

石油

LPG

火力

70

75

80

5,200

4,6帥

4,000穏童

石油火力の新設は原則禁止．

既設石油火力はピーク供給力として長寿命化を図

る．

負荷追従能力に優れるピ

－ク供給力．
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べき役割は大きく,安全性，経済性の向上や，国際競

争力の確保を目指した技術開発を積極的に推進してい

くことが必要である．

の導入，また，てい増料金制度の緩和を図ることとし

ている．

ガスについては，ガス使用量に応じ需要群を3つに

区分し，各々の供給原価を基本料金及び従量料金に適

切に反映させる複数料金体系の導入が行われることと

なっている．

5．電力・ガス料金の改訂

我々の生活と結びつきの深い電力やガスといったエ

ネルギーは，安定的な供給が行われることが必要不可

欠である．また，質の高いこれらのエネルギー低廉に

供給することは国民経済的にも望まれる．

近時の原油価格の低下及び急速な円高の進展によっ

て差益を生じたことから，電力・ガス料金については，

61年6月及び62年1月の2回にわたって暫定的な料金

引下げが行われた．とくに，62年1月の引下げによ

って総額2兆円にも及ぶ差益が還元されることとな

っています．これらの引下げによって，物価が安定し

原油価格の低下，円高のメリットが広く国民に行きわ

たるものと考えられる．

さらに，近年のエネルギー需給構造の変化を踏まえ

て，電気，ガス料金制度の見直しについての検討が，

それぞれ電気事業審議会及び，総合エネルギー調査会

において行われ，63年1月から新たな料金制度力:適用

されることとなっている．

電力については，最近の最大電力需要の増加に対応

し，負荷平準化に資するため季節別時間帯別料金制度

6．石炭政策のあり方

石炭については，資源量が豊富で，供給安定性に優

れることから，引き続き電力部門における利用拡大，

産業部門の石炭転換等により，供給は着実に増加して

いくものと考えられており，エネルギー供給上重要な

位置を占めると見通される．

しかしながら，その大宗は輸入炭に依存することと

なり，国内炭については，特に近年，エネルギー需給

が緩和基調で推移する中で円高の進行等により，内外

の石炭価格差が大きく開いたこと等から一層競争力が

失なわれ，国内石炭鉱業は厳しい情況に置かれること

となった．

このような情勢の変化を踏まえ，今後の石炭政策の

あり方として，第8次石炭政策が策定された．

これは，国内石炭の生産を段階に縮小し，今後5年

間で概ね1000万tの供給規模とすることが適当である

としている．

表3核燃料サイクル三施設の概要 昭和62年4月現在

－21－

再処理施設 ウラン濃縮施設 低レベル放射性廃棄物最終貯蔵施設

建設地点
青森県上北郡六ケ所村

弥栄平地区

青森県上北郡六ケ所村

大石平地区

事業主体
日本原燃サービス株式会社

(昭和55年3月1日設立）

日本原燃産業株式会社

(昭和60年3月1日設立）

施設の規模

再処理能力

約800トンU/年

使用済燃料受入貯蔵施設

当初約3,000トンU

ウラン濃縮設備容量

150トンSWU/年で操業開始

最終的には

1,500トンSWU/年

低レベル放射性廃棄物最終貯蔵

約20万㎡

(200リットルドラム缶約100万本相当）

最終的には約60万㎡

(同約300万本相当）

用地面積
約390万㎡

(緑地，道路を含む）

約360万㎡

(緑地，道路を含む）

工期

準備工事開始昭和61年

貯蔵操業開始昭和66年頃

再処理操業開始昭和70年頃

操業開始昭和66年頃 操業開始昭和66年頃

建設費 約7,000億円 約2,000億円 約1,000億円

要員

工事最盛期

操業時

人
人
０
０
０
０
０
０
２
１
約
約

人
人
０
０
０
０
８
２
約
約

人
人
０
０
０
０
７
１
約
約



22 エネルギー・資源

生産体制の集約化の過程においては，親会社，関連

グループ企業を含めた石炭企業の最大限の自己努力が

先ず求められ，これを前提にした上で需要業界のギリ

ギリの協力，政府の適切な支援が必要であるとしてい

る．

現在，石炭企業各社は，これを踏まえ，生産体制の

円滑な集約化に向けて努力を行っているところであり，

集中閉山を回避するために，過剰貯炭管理会社の設立，

規模縮小円滑化対策等各般の施策を講じているところ

である．

協賛行事 日本シミュレーション学会

第7回シミュレーション・テクノロジー・コンファレンス

発表論文募集

当学会は，発足以来基本事業のひとつとして「シミュレーション・テクノロジー・コンファレンス」を

毎年開催してきたが，その内容をさらに充実し，斯界の交流とより一層の研究の発展をはかることを目的

に，第7回のコンファレンスを大阪で開催する．

今回は，招待講演，一般講演のほか，特にパーソナルコンピュータによるシミュレーション技法とその

応用について，講演と展示・デモンストレーションを組み合せた特別セッションが予定されている．

〔主催〕日本シミュレーション学会〔協賛〕エネルギー・資源研究会，ほか多

〔期日〕昭和63年6月21日(火↓22日(水）数団体

〔会場〕大阪科学技術センター

〔分野〕シミュレーション言語と技法，システムのモデル化とモデル検証，シミュレーターとハード

ウエア，リアルタイムシミュレーション，知識工学とシミュレーション，計算力学，画像処

理・信号処理，ロボティックス,CAD･CAM・CAI,物理・化学・電気・通信・機械・

金属・原子力・計算機・計測制御・生体・医療・行動・教育・交通運輸・社会・経済・環

境等諸分野への応用，パーソナルコンピュータによるシミュレーション技法と応用（展示・

デモンストレーションを含む）

〔応募方法〕発表論文は一般公募します.特に応募資格は問いません.発表希望者は所定の｢発表申込書」

に題目，氏名（共著者も含む)，所属，役職，連絡先，論文該当分野（上記「分野」のどれ

に属するか)，300字程度の発表要旨等を記入の上，下記あて郵送して下さい．なお発表1件

につき発表申込金7,000円が必要となります（ただし論文集1冊，技刷20部を差し上げます)．

また「発表申込書」は下記あてにご請求ください．

〔発表申込期限〕発表申込みは昭和63年116日出（必着）

腺稿執筆期限〕昭和63年4月16日出（必着）

〔応募先及び問合せ先〕日本シミュレーション学会事務局

〒151東京都渋谷区千駄ケ谷5－10－11（財)日本科学技術連盟内

電話（03）352-2231内線569（担当福田，上窪）
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